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1.  平成23年12月期第1四半期の業績（平成23年1月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期第1四半期 1,959 △8.5 △101 ― △97 ― △211 ―
22年12月期第1四半期 2,141 0.4 12 371.0 12 852.6 △7 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年12月期第1四半期 △30.06 ―
22年12月期第1四半期 △1.11 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期第1四半期 6,679 3,539 52.5 499.12
22年12月期 6,922 3,788 54.3 534.47

（参考） 自己資本   23年12月期第1四半期  3,509百万円 22年12月期  3,757百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年12月期 ― 3.50 ― 5.00 8.50
23年12月期 ―
23年12月期 

（予想）
5.00 ― 5.00 10.00

3.  平成23年12月期の業績予想（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  有   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
(累計)

4,154 △5.0 △31 ― △23 ― △267 ― △37.98

通期 8,921 △3.0 331 △3.3 359 2.5 18 △85.3 2.56



(1) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等
の変更の有無となります。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.３「その他の情報」をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年12月期1Q 7,056,200株 22年12月期  7,056,200株
② 期末自己株式数 23年12月期1Q  25,300株 22年12月期  25,300株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年12月期1Q 7,030,900株 22年12月期1Q 7,030,900株

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期財務諸表のレビュー手続きの実施中であります。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、添付資料Ｐ.３ 「業績予想に関する定性的情報」をご覧下さい。 
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(１)経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期会計期間におけるわが国の経済は、円高傾向や原油高の影響により、景気の先行きは益々不透明な

状況となりました。更に、本年３月11日に発生した東日本大震災により、一層景気の先行きに関して不透明感が増

しました。 

外食産業においては、昨年末に一時回復の兆しをみせておりましたが、今年度始めより牛丼等の低価格業態を除

くと回復基調は鈍化しました。また、３月11日に発生した東日本大震災とそれに続く福島原発事故は、関東以北を

中心とする外食事業に大きな悪影響を与えました。この影響は、被災及び地域住民の強制避難による直接的な店舗

売上へのダメージはもちろんありましたが、外食企業にとってより深刻な問題は、計画停電による営業時間の短縮

と余震の継続による顧客の外食意欲（特に夕方以降）の低下により、夜の売上が伸びないことでありました。 

前期の当社の既存店前年売上比（以下、「売上昨対」という。）は、昨年12月に直営店101.7％、ＦＣ店舗

98.2％と回復の兆しを見せておりましたが、当第１四半期の１月～２月の売上昨対の平均は、「ハッピー食事券」

やお得な特別メニューによる積極的な販促活動を行ったにもかかわらず、それぞれ98.0％、95.3％と計画のそれを

３％～４％下回る数値となりました。この状況は３月に発生した地震前後も継続し、当第１四半期の利益計画を下

回る要因の一つとなりました。３月11日～31日の期間は、関東の駅周辺にあるビルイン立地店舗は、売上昨対が

50％～60％と激減し、関西中京等の店舗も外食意欲の低下により90％～95％のレベルに低迷しました。 

この状況下において、当社はモチベーションの維持とムダの徹底的な回避に努めましたが、売上の急激な低下に

対応した人件費等の削減には限度があり、当第１四半期の利益計画の未達要因としてはもっとも影響額の大きなも

のとなりました。 

東日本大震災と福島原発事故は、第１四半期の業績を悪化させる大きな要因となりましたが、当社はこれまでの

事業戦略を基本的に踏襲しながら、一方で今年度も利益を計上しつつ、将来に向けた利益成長性の強化のために、

第２四半期以降、早急に抜本的な次のスリム化を断行することに決定しました。その内容は、①不採算店13店舗の

閉店 ②店舗賃料値下げ交渉 ③本部機能に関わる人件費３％・経費５％の削減 ④直営店のコスト削減の徹底を

実施することにより、当事業年度の利益改善効果として、約80百万円（年間ベースで約190百万円の利益改善）を

見込んでおります。この内、不採算店13店舗の閉店に関しては、これに伴う固定資産廃却損相当額88百万円と店舗

閉店損失100百万円の合計188百万円の特別損失を当第１四半期に店舗閉鎖損失引当金繰入額として計上することと

しました。これは当事業年度に限定される一過性の費用であり、当社の利益構造の改善および来期以降の利益成長

性に大きく寄与するものであります。 

営業網の整備におきましては、直営事業として新規出店３店とＦＣ化による閉店２店により、直営店舗数は115

店舗となりました。また、ＦＣ事業は、新規加盟契約として３件締結し、新規出店２店と閉店１店でＦＣ店舗数は

103店舗となりました。海外事業といたしましては、３月にタイ（ランピニ）に６号店出店と閉店２店により、海

外ＦＣ店舗は10店舗（シンガポール２店、タイ７店、中国１店）となりました。 

この結果、当第１四半期会計期間末の店舗数は、直営店115店舗、ＦＣ店113店舗（海外ＦＣ店を含む）、提携店

６店舗の合計234店舗となりました。 

 以上の営業活動の結果、当第１四半期会計期間の売上高は19億５千９百万円（前年同期比8.5％の減少）営業損

失１億１百万円、経常損失９千７百万円となり、資産除去債務３千２百万円と店舗閉鎖損失引当金繰入額１億８千

８百万円を特別損失に計上し、法人税等の調整により当第１四半期純損失は２億１千１百万円となりました。 

  

(２) 財政状態に関する定性的情報 

  ① 財政状態  

 当第１四半期会計期間末における総資産は、66億７千９百万円となり、前事業年度末に比べ、２億４千２百

万円減少となりました。これは主に、現金及び預金、売掛金、のれんが減少したことによるものです。 

 負債総額は、31億３千９百万円となり、前事業年度末に比べ、５百万円増加となりました。これは主に、買

掛金及び未払金が減少した一方、店舗閉鎖損失引当金を計上したことによるものです。 

 また、純資産は、35億３千９百万円となり、前事業年度末に比べ、２億４千８百万円減少となりました。こ

れは主に、利益剰余金が減少したことによるものです。 

  

１．当四半期の業績等に関する定性的情報
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  ② キャッシュ・フローの状態 

 当第１四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ８千３

百万円減少し６億２千９百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により使用した資金は５千６百万円となりました。これは主に、減価償却費の計上（６千８百万

円）、店舗閉鎖損失引当金の計上（１億８千８百万円）、税引前四半期純損失（３億１千８百万円）等によ

るものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により使用した資金は６千４百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得（△６千８

百万円）等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により得られた資金は３千６百万円となりました。これは主に、短期借入れによる収入（２億５

千万円）、短期借入金の返済による支出（△１億９千万円）、配当金支払による支出（△３千１百万円）等

によるものです。 

  

(３) 業績予想に関する定性的情報 

 平成23年３月11日に発生した東日本大震災に伴い、当社はこれまでの事業戦略を基本的に踏襲しながら、一方

で今年度も利益確保しつつ、将来に向けた利益成長性の強化のために、抜本的なスリム化の断行を決定し、第２

四半期および通期の業績予想を修正いたしました。詳細については、本日開示いたしました「業績予想の修正及

び特別損失の計上並びに合理化策に関するお知らせ」をご参照下さい。 

  

（１）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

① 簡便な会計処理 

   繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法として、繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業

年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前事業年度

において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。  

  

  ② 四半期財務諸表の作成に特有な会計処理 

  税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

   なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。   

  

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

 当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。これにより、営業利益及び経常利益は、それぞれ2,853千円減少し、税引前四半期純損失が35,008千円

増加しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は61,168千円であります。 

  

２．その他の情報
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３．四半期財務諸表 
（１）四半期貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成23年３月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 658,170 741,993

売掛金 378,108 580,813

有価証券 20,000 20,000

商品及び製品 11,464 12,183

原材料及び貯蔵品 139,000 166,319

前払費用 71,319 73,953

繰延税金資産 163,127 34,127

未収入金 89,639 124,492

その他 28,098 20,734

貸倒引当金 △3,134 △3,609

流動資産合計 1,555,795 1,771,006

固定資産   

有形固定資産   

建物 4,510,127 4,451,147

構築物 123,258 118,994

機械及び装置 150,249 150,249

車両運搬具 3,748 3,748

工具、器具及び備品 753,289 746,797

土地 970,735 970,735

リース資産 20,872 20,872

建設仮勘定 4,620 7,939

減価償却累計額 △3,874,839 △3,822,050

有形固定資産合計 2,662,061 2,648,435

無形固定資産   

のれん 37,251 93,129

リース資産 8,047 8,664

その他 22,749 23,464

無形固定資産合計 68,049 125,258

投資その他の資産   

投資有価証券 37,671 41,141

出資金 1,592 1,592

関係会社出資金 75,436 54,996

長期貸付金 41,989 37,825

繰延税金資産 18,047 16,638

長期前払費用 34,039 34,701

敷金及び保証金 2,169,447 2,182,615

その他 21,426 14,025

貸倒引当金 △6,232 △6,232

投資その他の資産合計 2,393,418 2,377,305

固定資産合計 5,123,529 5,150,999

資産合計 6,679,324 6,922,005
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成23年３月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 371,539 469,003

短期借入金 170,000 110,000

1年内返済予定の長期借入金 486,836 536,976

1年内償還予定の社債 20,000 20,000

リース債務 6,644 6,644

未払金 306,019 420,127

未払費用 165,133 135,674

未払法人税等 － 121,188

預り金 168,993 166,350

未払消費税等 38,172 46,758

店舗閉鎖損失引当金 188,000 －

その他 11,202 11,293

流動負債合計 1,932,541 2,044,016

固定負債   

社債 40,000 50,000

長期借入金 828,203 758,240

リース債務 14,970 16,631

再評価に係る繰延税金負債 67,873 67,873

退職給付引当金 52,558 48,102

役員退職慰労引当金 51,566 49,487

長期預り保証金 88,085 98,180

資産除去債務 62,910 －

その他 631 895

固定負債合計 1,206,798 1,089,409

負債合計 3,139,340 3,133,426

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,465,784 1,465,784

資本剰余金 1,425,506 1,425,506

利益剰余金 1,101,009 1,347,544

自己株式 △13,915 △13,915

株主資本合計 3,978,384 4,224,919

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 5,579 7,640

土地再評価差額金 △474,730 △474,730

評価・換算差額等合計 △469,151 △467,090

新株予約権 30,750 30,750

純資産合計 3,539,983 3,788,579

負債純資産合計 6,679,324 6,922,005
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（２）四半期損益計算書 
（第１四半期累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 2,141,412 1,959,155

売上原価 1,840,110 1,746,453

売上総利益 301,301 212,702

販売費及び一般管理費 289,066 314,101

営業利益 12,235 △101,399

営業外収益   

受取利息 686 727

不動産賃貸料 16,998 13,792

その他 1,340 2,025

営業外収益合計 19,026 16,546

営業外費用   

支払利息 7,291 5,154

不動産賃貸費用 10,181 7,187

その他 1,542 751

営業外費用合計 19,015 13,093

経常利益 12,246 △97,947

特別利益   

固定資産売却益 － 717

特別利益合計 － 717

特別損失   

固定資産廃棄損 1,390 19

固定資産売却損 － 410

店舗閉鎖損失引当金繰入額 － 188,000

保険解約損 4,173 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 32,154

その他 862 777

特別損失合計 6,427 221,361

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 5,819 △318,591

法人税等 13,632 △107,210

四半期純損失（△） △7,813 △211,380
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

5,819 △318,591

減価償却費 71,289 68,001

のれん償却額 55,877 55,877

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） － 188,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 142 △475

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4,181 4,456

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,828 2,078

受取利息及び受取配当金 △686 △727

支払利息 7,291 5,145

社債利息 204 156

有形固定資産売却損益（△は益） － △306

有形固定資産廃棄損 1,390 19

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 32,154

売上債権の増減額（△は増加） △18,576 196,330

たな卸資産の増減額（△は増加） 32,954 28,038

仕入債務の増減額（△は減少） △56,475 △97,463

未払費用の増減額（△は減少） 40,218 24,387

未払金の増減額（△は減少） △57,268 △117,767

未払消費税等の増減額（△は減少） △41 △8,585

その他 6,535 29,975

小計 94,687 90,704

利息及び配当金の受取額 900 404

利息の支払額 △7,699 △5,311

法人税等の支払額 △20,563 △142,710

営業活動によるキャッシュ・フロー 67,323 △56,912

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △8,000 △10,000

定期預金の払戻による収入 － 10,000

関係会社出資金の払込による支出 △54,996 △20,440

有形固定資産の取得による支出 △58,271 △68,788

有形固定資産の売却による収入 852 18,204

無形固定資産の取得による支出 △770 －

貸付けによる支出 － △200

貸付金の回収による収入 2,207 1,422

敷金及び保証金の差入による支出 △14,166 △13,098

敷金及び保証金の回収による収入 11,478 18,865

投資活動によるキャッシュ・フロー △121,665 △64,034
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（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △40,000 60,000

長期借入れによる収入 200,000 200,000

長期借入金の返済による支出 △176,161 △180,177

社債の償還による支出 △10,000 △10,000

リース債務の返済による支出 △1,661 △1,661

配当金の支払額 △21,954 △31,495

財務活動によるキャッシュ・フロー △49,776 36,666

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 457

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △104,117 △83,822

現金及び現金同等物の期首残高 458,113 712,993

現金及び現金同等物の四半期末残高 353,995 629,170
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 該当事項はありません。 

  

  

当社の事業セグメントは、そば・うどん事業単一であるため、セグメント情報の記載を省略しております。 

（追加情報） 

当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年

３月21日）を適用しております。 

  

  

 該当事項はありません。  

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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